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朝の政権が行ったこ と同じである。革命の結果成立したはずの現体制が、三〇年を経た現在、末期のシャーの政権と選ぶところがない存在に転落してしまってい 光景には暗澹とさせられる。これ イラン革命の末路なのだろうか？
しかしながら、角度を変えれば、一九七九





が、イランが専門ではない。イラン政治の展開の詳細についての内幕的情報を持ち合わせているわけではなく、本稿での議論行うにあたっても、これまでおもにアラブ（とくにエジプト・スーダン）の現代史を分析するなかで身につけてきた視角に立ち非専門家でも利用でき 資料のみに拠っているが、こうした、いわば「部外者」の目からの観察によって明らかになる諸点もあるかもしれない。●反専制 ・ 反帝国主義革命から、「イスラーム革命」 体制へ一九七九年までイランを支配していたパ







従属からの解放のため、団結して実現したものだったということである。パフラヴィー朝支配下のイランでは（とくに一九五三年にモサデク政権による民主化の動きがシャ の逆クーデタによって圧殺されて以降）政治活動の自由が極度 制限されていたこと、また、専制体制が進める上からの 「近代化」 が、 しばしば 「西洋化」 、 「反イスラーム」的色彩を帯びたことから、 「イスラーム」が民衆の反体制感情を表現するシンボルとなり、政治プロセス なかでホメイニー率いる宗教者勢力 重要な役割を果たしたことは事実である。だ 革命は石油産業等の場で働く労働 、市民 民族主義者などの多様な勢力の参加によって支えられていた。マルクス主義政党であるトゥーデ（人民）党も、革命に積極的 参加し、ホメイニーに対し、 「人民統一戦線」の結成を提唱したのである。
しかし、パフラヴィー朝打倒後の諸勢力




る抑圧者、ひと握りの社会階層の代弁者と化してしまっている背景を考えるにあたっては、現体制によってイラン・イラク戦争後、戦後復興の過程で採用され始めた経済政策が重要である。イランの「法学者の統治」 体制は一九九〇年代以降、 「反帝国主義」「イスラーム的システム」 の樹立というポーズとは裏腹に、経済面では、民営化の推進、外資の導入、労働法制の改悪とい た、いわゆる「新自由主義」的政策――ＩＭＦや世界銀行主導の「構造調整」に迎合する路線――に乗り出した。ラフサンジャニ大統領期に着手されたこ 政策は、その のハタミ大統領期 も継承され、さらに現在のアフマディネジャド大統領によっても積極的に推進されている。
このような「新自由主義」的経済政策の
推進の過程で、イランの「法学者の統治」体制は、単に思想面で非民主的だというだけではなく、体制と結びついたひと握











活性化に脅威を感じた体制側は厳しい言論弾圧、 「改革派」に対する攻撃に着手し （一九九九年） 「改
革派」は萎縮して、民衆と連帯することに消極的になる、という展開が生じた。結果として変革のチャンスは失われ、国民の間に失望と無力感が広がるなか、二〇〇五年の大統領選では、 「法学者の統治」体制に忠実な候補者、アフマディネジャドが当選した。
アフマディネジャドはプロパガンダとし
ては「石油収入を国民の食卓に還元する」などの言辞を弄し、貧困層や社会的弱者の味方であるかのようなイメージを振りまいたが、現実には同政権のもとでは 「新自由主義」的経済政策に る国民生活の圧迫がさらに進行した。 （民営化 推進、労働
法改悪の試みなど） 。また、宗教者ではなく「革命防衛隊」出身のアフマディネジャド大統領は軍事・治安組織との結びつきが強く、同政権下ではこれらの組織出身者が建設業分野に進出して富を蓄積するなど、体制と特定の資本家層との癒着現象がさらに目立つようになったとされる。
今年六月の大統領選における不正疑惑を





働者・市民が主導権をとれず 民主的変革が進まなかった背景には、アメリカを初めとする先進資本主義諸国の利害を反映して引き起こされたとも言える な干渉戦争、イラン・イラク戦争 あった。ま 、一九九七年のハタミ大統領登場によって生じた変革のチャ スが結局失われていった背景には、二〇〇一年の米ブッシュ（子）政権成立以降国際政治にもたらされ 緊張、中東に対するアメリカの帝国主義的攻勢の激化という要因があったと考えら る。
冒頭でも述べたように反帝国主義はイラ




される「改革」の機運は、結局、八年間続いたブッシュ政権下での中東への「対テロ戦争」 （その過程ではアフガニスタンとイラクと う、イランの東西の隣国が侵略・占領の対象となった）のなかで、潰えていくことになる。アメリカとそのエージェントであるイスラエルによ 攻撃・挑発は、イランでは冒険主義的言辞によって人気とりをはかるアフマディネジャド政権 成立を、またパレスチナではハマス政権の成立をもたらすことになった。
ブッシュ退陣後の現在から振り返ってみ
ると、ハタミ政権によ 「文明 話」の提唱、また、非同盟諸国会議や上海協力機構へのオブザーバー参加等の形で、この時期の国際政治においてイランが示した存在感は非常に大きかったことが痛感される。中南米のベネズエラ等と並んで、イランは、ネオ ・ コン主導のアメリカの「対テロ戦争」路線を破綻させ、 社会の方向性を転換させるうえで重要な役割を果たしたと考えられ、あ 意味ではそ 延長線上に二〇〇八年の米大統領選における バマ勝利という現象も引き起こされたと言える。だが、こうして成立したオバマ政権が中東において「対話」に基く外交を始動しようとした時には（オバマがカイロ の演説で、モサデク政権打倒にアメリカが果たした役割を認めたことは象徴的である） 、イランではすでに、 「改革派」の時代は去ってい 。
六月のイランの大統領選における「改革
派」 の封じ込めと、 アフマディネジャド 「再選」という事態を、ある意味で誰よりも歓迎している はイスラエルだと言われる。アフマディネジャド政権の継続は、イスラエルが「核開発 疑惑等を口実にイランに攻撃をしかけ、それをきっかけにアメリカを再び中東を舞台とす 大規模な戦争へと引きずり込んでいくことを可能にするからである。国際社会のなかでの新しいアメリカ像を模索したかに見えるオバマ政権の「初心」は、イラン情勢が躓きの石となって失われていくのかもしれな 。
アメリカの追求してきた帝国主義的外交
政策がアジア・アフリカなどにおけ 民主運動を潰えさせ、それがまたブーメランのようにアメリカ政治に跳ね返っていくという、アイロニカルな状況である。 （なお、この文脈で、イランにおける危機と、ほぼ同時期にホンジュラスで起きたクーデタとをパラレルに捉えてみることも可能 ろう。 ）●むすびにかえ
当面は暴力的弾圧によって封じ込められ
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イラン ―革命から30年目の危機
